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平成平成平成平成    １８年１８年１８年１８年    ３月期３月期３月期３月期                中間中間中間中間決算短信決算短信決算短信決算短信（連結）（連結）（連結）（連結）       平成１７年１０月２７日    
 
上 場 会 社 名        沖ウィンテック株式会社沖ウィンテック株式会社沖ウィンテック株式会社沖ウィンテック株式会社              上場取引所         東 
コ ー ド 番 号         1767                                  本社所在都道府県   東京都 
（ＵＲＬ  http://www.okiwintech.co.jp） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長    氏名 佐野 勝彦 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長  氏名 大島 秀介    ＴＥＬ(03)3740-2111 
決算取締役会開催日 平成 17 年 10 月 27 日 
親会社名 沖電気工業株式会社 （コード番号： 6703）   親会社における当社の議決権所有比率 54.4％ 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                           （記載金額は百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

    10,498    3.4 
    10,152  △19.5 

      21  △70.7 
      73  △10.7 

       67  △48.4 
      131    1.3 

17 年 3 月期     28,682      1,023      1,088 
 

 中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

      47   340.0 
      10    － 

          3.97  
         0.90 

         － 
         － 

17 年 3 月期       488          40.39          － 
(注)①持分法投資損益   17年 9月中間期  －百万円 16年9月中間期  －百万円 17年3月期  －百万円 
    ②期中平均株式数(連結)17年9月中間期  12,087,771株  16年9月中間期  12,096,728株  17年3月期  12,094,328株 
    ③会計処理の方法の変更 無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円   銭 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

     21,823 
     21,610 

     12,721 
     12,145 

58.3 
56.2 

    1,052.72 
    1,004.32 

17 年 3 月期      25,819      12,702 49.2     1,050.78 
(注) 期末発行済株式数（連結）17年9月中間期  12,084,160株  16年9月中間期  12,093,300株  17年3月期  12,088,860株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
中間期末(期末)残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

     1,559 
     1,490 

      112 
       3 

     △155 
       42 

     6,264 
     6,235 

17 年 3 月期       144       △185        89      4,747 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  4 社  持分法適用非連結子会社数  －社  持分法適用関連会社数  －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   1 社 (除外)   －社    持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 
 
２．18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 
通   期         29,000         1,100          580 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  48 円 00 銭 

（注）上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでい
ます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さ
い。なお、上記予想に関する事項は、添付資料６ページをご参照下さい。
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 添 付 資 料  

 １. 企 業 集 団 の 状 況  

当グループは、当社、親会社、子会社５社、関連会社１社、関連当事者で構成されており、その主
な内容と各社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 
当社は、情報通信システム、電気設備、その他これらに関連する事業を行っております。 
親会社沖電気工業㈱は、情報通信システム、電子デバイス、その他の製造及び販売を事業としてお

り、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 
連結子会社芝浦沖電設㈱は、当社が受注した電気設備工事の一部の設計施工及びサポートサービス

を中心に事業を行っております。 
連結子会社㈱オーテム及び非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱は、当社が受注した情報通信システ

ム工事の一部の設計施工及びサポートサービスを中心に事業を行っております。 
連結子会社㈱オーケーエンタプライズは、電設資材の販売、車両・事務機器等のリース及び不動産

賃貸を事業としております。 
連結子会社沖テレコム㈱は、ノーテル・ネットワークス社製の通信機器の販売並びにこれらに関す

る設計施工及びサポートサービスを中心に事業を行っております。 
関連会社九州沖通信機㈱は、沖電気工業㈱製品の販売並びにこれらに関する施工等を行うとともに、

福岡地区において当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工及びサポートサービス等の
事業を行っております。 
親会社の子会社㈱沖電気カスタマアドテックは、情報処理機器のサポートサービス及び販売を事業

としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 
 
事業の系統図は概ね次のとおりであります。 

販
　
売

　　　　　　　　　　　　　　　顧　　　　　　　　　　　　　客　　　　　　　　　　　　　　　顧　　　　　　　　　　　　　客　　　　　　　　　　　　　　　顧　　　　　　　　　　　　　客　　　　　　　　　　　　　　　顧　　　　　　　　　　　　　客

（連結子会社）
　※※※※沖テレコム㈱

（親会社）
　沖電気工業㈱

（親会社の子会社）
　㈱沖電気カスタマアドテック

　　　　　　　　　　　　　 当　　　　　　　　　　　　　社　　　　　　　　　　　　　 当　　　　　　　　　　　　　社　　　　　　　　　　　　　 当　　　　　　　　　　　　　社　　　　　　　　　　　　　 当　　　　　　　　　　　　　社

※※※※沖テレコム㈱は、平成１７年４月に株式を100％取得し、
  連結子会社となりました。
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《その他の会社》
　非連結子会社
　　ジェイ・エヌ・オー㈱　情報通信システム工事の施工等
　関連会社
　　九州沖通信機㈱　　　　情報通信システム工事の施工等
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 ２.経営方針並びに経営成績及び財政状態  

Ⅰ．経営方針 

１．経営の基本方針 
当社グループは、情報通信システム分野と電気設備分野を事業の柱として、長年培ってきた両

事業分野の強みを活かし、激変する技術革新を先取りし、事業環境の変化に迅速な対応をすべく、
全社を挙げて積極的な「攻めの経営」を推進することにより、お客様の多様なニーズに応え、高
品質で顧客満足度の高い幅広いサービス提供を行い、受注拡大と企業価値の向上に努めていくこ
とを経営の基本方針としております。 

 
２．会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、安定配当を基本としつつ、株主の皆様への利益還元と将来の事業展開のため、内部留
保とのバランスを考慮し、配当を行うことを基本方針としております。 

 
３．中長期的経営戦略と会社の対処すべき課題 

建設市場の縮小傾向は、わが国経済の中長期的構造変化に伴うもので、当面大幅な市場回復は
望めないものと考えられます。一方情報通信システム分野はブロードバンドやネットワーク化が
急速に進行している中で種々なビジネスチャンスが拡大してきております。 
このような環境のもと、平成 18 年度を最終年度とする３か年の中期経営計画「ウィン２１」を

策定し、キーワードを『自ら考え・実践する経営革新』として、以下の方針に基づき積極的に取
組んでまいります。 
【中期経営方針の骨子】 
１）顧客に密着した営業展開 
２）サービス体制の強化 
３）施工生産性の向上 
４）活力ある組織作り 
５）経営管理体制の強化 

 
４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその実施状況 
(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社グループは、コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められる中、経営内容

の公正性と透明性を高めることを重要課題としております。取締役会は経営の基本方針、法令に
定められた事項やその他の経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行を監督する機関
と位置付けております。一方、監査役につきましては、取締役会、常務会その他の重要な会議に
出席し、取締役の業務執行について厳正な監視を行っております。また、社長直轄の監査室が当
社グループの全部署を対象として業務の適正な運営、改善、能力向上及びリスク管理を目的とし
て内部監査を実施しております。コンプライアンス体制につきましては、平成 14 年７月に構築
し当社グループ社員全員に「行動規範・コンプライアンスマニュアル」を配布し、コンプライア
ンスの徹底を図っております。また、平成 15 年 12 月に、内部統制システムとしてリスク管理規
程を制定し、リスク発生の未然防止に努めております。 
なお、積極的かつ迅速な情報開示に努めるとともにインターネットを通じて財務情報の提供を

行う等、幅広い情報開示にも努めてまいります。 
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(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン
ス体制の概要は次のとおりであります。 

選任・監督

株　　主　　総　　会

監査役会
　監査役　　４名
　（うち社外監査役２名）

取締役会
　取締役　１３名
　（うち社外取締役１名）

会計監査人
　公認会計士

選任・解任 選任・解任

代　表　取　締　役

監査室

業務担当取締役

各　部　門
内部監査

監督

会計監査

チーフ･コンプライアンス・
　　　　　　  オフィサー

コンプライアンス統括室

監視・指導

業務監査

選任・解任

監督

 
 
当社は、監査役制度を採用しております。社外監査役は 2 名であり、いずれも親会社の役員（取

締役と監査役）であります。 
なお、社外取締役は 1 名であり、親会社の執行役員であります。 
会計監査を担当する会計監査人として、新日本監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受け

ております。 
また、顧問弁護士には法律上の判断が必要な際にアドバイスを受けております。 

 
②会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 
当社は、月次の取締役会において、経営の基本方針等重要事項を決定するとともに業務執行の

監督を実施いたしております。社長、常務、監査役で構成する月次開催の常務会、その他重要会
議において、事業方針の決定、利益計画の進捗状況等業務執行に関する重要事項の決定及び報告
を受けるとともにコンプライアンスの徹底を図っております。 
なお、「コンプライアンス連絡会」において、毎年の教育計画の策定、事例研究、モニタリン

グ等日常活動に力を注いでおります。 



（沖ウィンテック／連結） 

－5－ 

 
５．親会社等に関する事項 
(1)親会社等の商号等 

親 会 社 等 属 性 親会社等の議決権 
所有割合（％） 

親会社等が発行する株券が 
上場されている証券取引所等 

沖電気工業株式会社 親 会 社 ５４．４ 
 （ ０．４ ） 

株式会社東京証券取引所 市場第一部

株式会社大阪証券取引所 市場第一部

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接被所有割合で内数であります。 
 
(2)親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付け、その他の上場会社と親会社等との関係 

当社は、沖電気工業㈱の連結子会社として沖電気工業グループに属しております。当社は、
同社の情報通信システム分野の販売、施工、サポートサービスを担当しております。また、同
社の執行役員１名が当社の取締役を兼務し、役員２名（取締役１名、監査役１名）が当社の監
査役を兼務いたしております。 
 

Ⅱ．経営成績 

１．当上半期の概況 
売 上 高  ： １０４億９８百万円 （前年同期比  ３．４％増）
営 業 利 益  ：     ２１百万円 （前年同期比 ７０．７％減）
経 常 利 益  ：     ６７百万円 （前年同期比 ４８．４％減）
中 間 純 利 益  ：     ４７百万円 （前年同期比３４０. ０％増）
１株当たり中間純利益  ：   ３円９７銭 （前年同期比 ３円０７銭増）
 
当上半期のわが国経済は、今夏の原油価格急騰の影響が悪化要因として懸念されてはおりまし

たが、設備投資や個人消費等国内需要が上向き、企業の景況感にも明るさが増し、政府の「踊り
場脱却宣言」にみられるように景気は緩やかな回復基調にて推移いたしました。 
当社グループの事業領域におきましては、公共工事は依然として減少傾向にあり、民間企業に

おいては設備投資の底堅さを背景に商談は増えておりますが、一方では、企業間価格競争がます
ます激化してきております。 
このような事業環境のもとにあって、グループ全体を挙げて顧客重視の積極的な攻めの営業活

動に邁進してまいりました。特に、情報通信システム部門では、ＩＰネットワーク化や光化事業
に注力し、また、電気設備部門におきましても顧客への積極的な提案活動により受注拡大に取り
組んでまいりました。 
更には、本年４月に沖テレコム㈱の株式を 100％取得し、両社の持つ営業力・技術力及びサポ

ートサービスにおいてシナジー効果を創出し、グループ全体の情報通信システム分野の強化・収
益拡大に努めてまいりました。また、６月にはＩＰセントレックスの新技術を採用したモデルオ
フィスを開設し、営業力強化にも積極的に資源を投入いたしました。 
コスト面におきましては、原価低減のための諸施策を着実に実行し、コスト競争力を強化して

まいりました。 
 
その結果、当上半期の連結完成工事高は、前年同期比 3.4%増の 104 億 98 百万円（情報通信シ

ステム部門は前年同期比 11.8％増の 64 億 66 百万円、電気設備部門は前年同期比 5.7%減の 40 億
７百万円、その他は前年同期比 79.7%減の 23 百万円）となりました。 
収益につきましては、当社グループをあげてきめこまかな原価低減施策を実行してまいりまし

たが、厳しい価格競争を強いられ経常利益は、前年同期比 48.4%減の 67 百万円となりました。中
間純利益につきましては、固定資産の売却等により前年同期比 340.0%増の 47 百万円を計上いた
しました。 
なお、単独の業績につきましては、当上半期の完成工事高は前年同期比 0.8%増の 99 億 79 百万

円（情報通信システム部門は前年同期比 5.5%増の 60 億 85 百万円、電気設備部門は前年同期比
5.8%減の 38 億 93 百万円）となりました。収益につきましては、経常利益は前年同期比 44.6%減
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の 89 百万円、中間純利益は前年同期比 76.3%増の 76 百万円となりました。 
当中間期の配当につきましては、安定配当の基本方針に基づき、前年の中間配当と同様１株当

たり４円といたしました。 
 

 
業績推移     （単位：百万円）

 
第 44 期中間 
平成 15 年 9 月期 

第 45 期中間 
平成 16 年 9 月期 

第 46 期中間 
平成 17 年 9 月期 

第 44 期 
平成 16 年 3 月期 

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

完 成 工 事 高 １２，６１８ １０，１５２ １０，４９８ ３２，９９５ ２８，６８２ 

経 常 利 益 １２９ １３１ ６７ １，５３３ １，０８８ 

中 間 ( 当 期 ) 
純 利 益 ( 損 失 △ )

△    ４７ １０ ４７ ２４４ ４８８ 

1 株当たり中間（当期）
純利益 (損失△ ) (円 )

△  ４．３２ ０．９０ ３．９７ ２２．２４ ４０．３９ 

株 主 資 本
当 期 純 利 益 率 ( % )

２．０ ３．９ 

総資本経常利益率(%) ５．５ ４．２ 

株 価 収 益 率 ( 倍 )

   

１８．６ １４．６ 

従 業 員 数 （ 人 ） ７５８ ７４７ ７２２ ７３５ ７１２ 

 
 
２．通期の見通し 

日本経済は内需主導で総じて緩やかな回復基調が続くものと思われますが、原油価格の高騰に
よる企業収益への影響、米中経済の先行き懸念等不安材料もあり、予断を許さない状況にあると
思われます。 
当社グループの事業領域である建設工事は、引き続き厳しい状況で推移することが予想されま

す。 
このような事業環境のもと、新規事業・新規顧客の開拓・リニューアル工事へ注力すると共に、

特に内需拡大が見込まれておりますＩＰネットワーク分野におけるＩＰセントレックスの拡販、
無線ＬＡＮシステム、光化ネットワーク構築工事、更にはビルシステム及びセキュリティシステ
ム等技術・営業・ＳＥ・施工・サポートサービスが一体となった総合力で事業領域の拡大を目指
します。 
サポートサービス事業においては、24 時間 365 日全国ネットのリモートサービス体制の強化を

図るため、カスタマサポートセンタを本年７月に強化拡大し、更なる高品質な顧客サービスの提
供に努めてまいります。 
急激な技術革新をいち早く取り込み、拡大するビジネスチャンスを確実に捉え情報通信システ

ム部門と電気設備部門の二本柱の強みを活かし、顧客重視の営業展開を推進することにより受注
拡大に向け、「攻めの経営」を展開してまいります。 
また、厳しい競争環境に対応するため、プロジェクト単位の採算性強化、資材調達費の低減、

施工管理技術の高度化、作業工法の標準化、工程進捗管理の徹底等変動費・固定費の低減施策を
着実に実行し、更なるコスト競争力の強化に努めてまいります。 
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通期（平成１８年３月期）の業績見通しは、次のとおりであります。 
 
 ①連結業績見通し 完 成 工 事 高： ２９０億円  （前期比  1.1%増） 
  営 業 利 益：   １０億３千万円 （前期比 0.7%増） 
  経 常 利 益：   １１億円 （前期比 1.1%増) 
  当 期 純 利 益：    ５億８千万円 （前期比 18.7%増） 
        
 ②単独業績見通し 完 成 工 事 高： ２７５億円  （前期比  0.2%増） 
  営 業 利 益：   １０億円 （前期比 2.5%増） 
  経 常 利 益：   １０億８千万円 （前期比 0.2%増） 
  当 期 純 利 益：     ５億７千万円 （前期比 14.2%増） 

 

※前述の業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含

んでいます。実際の業績は、様々な要因により、これら業績見通しは大きく異なる結果となり得ることをご承知

おき下さい。 
 

Ⅲ．財政状態 

１．当上半期の概況 
当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の増加、仕入債務

支払の減少等により、前年同期に比し 68 百万円キャッシュ・イン増の 15 億 59 百万円のキャッ
シュ・インとなりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の売却等により、前年同期に比し１億 9 百万

円キャッシュ・イン増の１億 12 百万円のキャッシュ・インとなりました。 
営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフリーキ

ャッシュ・フローは、前年同期に比し１億 78 百万円キャッシュ・イン増の 16 億 71 百万円のキ
ャッシュ・インとなりました。 
また、財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等により、前年同期に比し１

億 97 百万円キャッシュ・アウト増の１億 55 百万円のキャッシュ・アウトとなりました。 
この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、期首より 15 億 16 百万円増加し 62 億 64 百

万円となりました。 
 
財政状態推移     （単位：百万円）

 
第 44 期中間 
平成 15 年 9 月期 

第 45 期中間 
平成 16 年 9 月期 

第 46 期中間 
平成 17 年 9 月期 

第 44 期 
平成 16 年 3 月期 

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

純 資 産 額 １１，８５４ １２，１４５ １２，７２１ １２，１９４ １２，７０２ 

総 資 産 額 ２３，８２１ ２１，６１０ ２１，８２３ ２６，４１６ ２５，８１９ 

1 株当たり純資産額(円) １，０７７．６４ １，００４．３２ １，０５２．７２ １，１０８．６０ １，０５０．７８ 

自 己 資 本 比 率 ( % ) ４９．８ ５６．２ ５８．３ ４６．２ ４９．２ 

営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

１，２９９ １，４９０ １，５５９ １，３４３ １４４ 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

△   ２３２ ３ １１２ △   ２３６ △   １８５ 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

△    ６７ ４２ △   １５５ ５８ ８９ 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

４，５３３ ６，２３５ ６，２６４ ４，６９９ ４，７４７ 
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２．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 
第 44 期中間 
平成 15 年 9 月期 

第 45 期中間 
平成 16 年 9 月期 

第 46 期中間 
平成 17 年 9 月期 

第 44 期 
平成 16 年 3 月期 

第 45 期 
平成 17 年 3 月期 

株 主 資 本 比 率 ( ％ ) ４９．８ ５６．２ ５８．３ ４６．２ ４９．２ 

時  価  ベ  ー  ス  の 
株 主 資 本 比 率 ( ％ ) 

１８．４ ２５．２ ３８．７ １７．２ ２７．５ 

債 務 償 還 年 数 ( 年 ) ０．２ ０．３ ２．２ ０．３ ３．８ 

イ ン タ レ ス ト ・ 
カバレッジ・レシオ 

８２３．９ ５２１．３ ６０１．１ ４５１．５ ２６．２ 

(注) 株主資本比率：株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており
ます。 

※営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ
ローを使用しております。なお、中間期における債務償還年数の計算につきましては、中間
期末に至る１年間の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 
有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息
の支払額を使用しております。 

 
３．事業等のリスク 

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼすリスクには、様々な要因があり、
当社グループの事業展開上可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 
なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信提出日（平成 17 年 10 月 27 日）現在

において当社グループが判断したものであります。 
 

(1)法的規制について 
当社グループは、我が国における各種法令の遵守に向け「コンプライアンス体制の整備」、「コ

ーポレートガバナンスの充実」等の構築に取組んでおります。特に、建設業における「公共工
事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成 13 年４月施行）を踏まえ建設業法遵守
に向け、モニタリング・事例研究等による定期的な教育及び監視活動を実施しております。し
かしながら、万が一にも各種法令等の違反が起こった場合には、監督官庁他からの行政処分等
を受けることになり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

(2)特定取引先について 
当社グループは、当社の親会社であります沖電気工業㈱並びに沖電気工業グループ企業の情

報通信システム分野の施工・サービスを一部請負っております。従って親会社並びに沖電気工
業グループ企業の受注動向によっては当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 
 

(3)業績の季節変動について 
当社グループの連結完成工事高は、建設業の特徴であります完成引渡しが著しく下半期に集

中する傾向にあり、契約工期等の変更が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼ
す可能性があります。 
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(4)個人情報保護について 

当社グループは、事業活動の過程において入手した顧客情報等の個人情報を取り扱っており
ます。個人情報保護につきましては、慎重を期して諸施策を講じております。然しながら万一
個人情報の漏洩等があれば、顧客をはじめ対外的な信用を失うことになり、当社グループの業
績に影響を及ぼす可能性があります。 
 

(5)その他偶発的事象について 
当社グループは、事業を展開している中で起こりえる偶発的事象の結果、係争事案による賠

償義務等が発生することも考えられます。そのことによって当社グループの業績に影響を及ぼ
すことにつきましても同様の可能性があります。 
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３．中 間 連 結 財 務 諸 表 等  

１．中間連結貸借対照表 
（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 
(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 17 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比
    

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  ％

       

Ⅰ 流 動 資 産       
       

現 金 預 金 ２，１６３  ２，０３４  １，９４６  
       

受 取 手 形 ・ 
完成工事未収入金等 ６，４６２  ５，５３４  １２，５５１  

       

有 価 証 券 ４，１０１ ４，２０１ ２，８０１  
       

未成工事支出金等 １，５８９  ２，２５２  ９０３  
       

そ の 他 ４３５  ３９２  ４３７  
       

 貸 倒 引 当 金 △   ２５  △   １４  △    ３６  
       
       

流 動 資 産 合 計 １４，７２５ ６７．５ １４，４００ ６６．６ １８，６０３ ７２．１
       

Ⅱ 固 定 資 産      
       

１ 有 形 固 定 資 産       
       

建 物 ・ 構 築 物 ７３４  ８９２  ８７１  
       

機 械 ・ 運 搬 具 ・ 
工 具 器 具 備 品 ２６３  ２６６  ２６６  

       

土 地 ２，５１３  ２，５２１  ２，５２１  
       
       

有 形 固 定 資 産 計 ３，５１２ ３，６７９ ３，６５９ 
       

２ 無 形 固 定 資 産 １３６ １００  ９７ 
       

３ 投資その他の資産       
       

投 資 有 価 証 券 １，４７２  １，１７３  １，３７９  
       

繰 延 税 金 資 産 ９９８  １，２１４  １，０６３  
       

そ の 他 １，０９３  １，２５９   １，１３７  
       

 貸 倒 引 当 金 △   １１６  △   ２１８  △   １２１  
       
       

投資その他の資産計 ３，４４８ ３，４３０ ３，４５９ 
       
       

固 定 資 産 合 計 ７，０９７ ３２．５ ７，２０９ ３３．４ ７，２１６ ２７．９
       
       

資 産 合 計 ２１，８２３ １００．０ ２１，６１０ １００．０ ２５，８１９ １００．０
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（単位：百万円）

当中間連結会計期間末 
(平成 17 年 9 月 30 日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成 16 年 9 月 30 日現在) 

前 連 結 会 計 年 度 
(平成 17 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比
    

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  ％

       

Ⅰ 流 動 負 債       
       

支 払 手 形 ・ 
工 事 未 払 金 等 ４，３０１  ４，０２８  ７，６９３  

       

短 期 借 入 金 ４３０  ３５０  ４８０  
       

未 成 工 事 受 入 金 ３８２  ８１９  ３２７  
       

完成工事補償引当金 ７  ４  ７  
       

そ の 他 １，１４１  １，１６０  １，６７３  
       
       

流 動 負 債 合 計 ６，２６２ ２８．７ ６，３６２ ２９．４ １０，１８２ ３９．４
       

Ⅱ 固 定 負 債      
       

長 期 借 入 金 ３０  ９２  ６０  
       

退 職 給 付 引 当 金 ２，６８６  ２，８６７  ２，６９９  
       

役員退職慰労引当金 １０９  １２９  １６１  
       

そ の 他 １２  １３  １２  
       
       

固 定 負 債 合 計 ２，８３９ １３．０ ３，１０３ １４．４ ２，９３３ １１．４
       
       

負 債 合 計 ９，１０１ ４１．７ ９，４６５ ４３．８ １３，１１６ ５０．８
       
       

      
（少数株主持分） ― ― ― ― ― ― 

       

（ 資 本 の 部 ）      
       

Ⅰ 資 本 金 ２，００１ ９．２ ２，００１ ９．３ ２，００１ ７．８
       

Ⅱ 資 本 剰 余 金 １，６００ ７．３ １，６００ ７．４ １，６００ ６．２
       

Ⅲ 利 益 剰 余 金 ８，８１４ ４０．４ ８，４０９ ３８．９ ８，８３８ ３４．２
       

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ３１２ １．４ １３６ ０．６ ２６６ １．０ 
       

Ⅴ 自 己 株 式 △   ８ △ ０．０ △   ３ △ ０．０ △   ５ △ ０．０ 
       
       

資 本 合 計 １２，７２１ ５８．３ １２，１４５ ５６．２ １２，７０２ ４９．２ 
       
       

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 ２１，８２３ １００．０ ２１，６１０ １００．０ ２５，８１９ １００．０
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２．中間連結損益計算書 

（単位：百万円）
当中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 3 月 31 日 

期 別 
 
 

科 目 金    額 百 分 比 金    額 百 分 比 金    額 百 分 比
  ％ ％  ％
Ⅰ 完 成 工 事 高 １０，４９８ １００．０ １０，１５２ １００．０ ２８，６８２ １００．０
Ⅱ 完 成 工 事 原 価 ８，５００ ８１．０ ８，１５９ ８０．４ ２３，８２８ ８３．１
       
       

完 成 工 事 総 利 益 １，９９７ １９．０ １，９９２ １９．６ ４，８５４ １６．９
       

Ⅲ 販売費及び一般管理費 １，９７５ １８．８ １，９１８ １８．９ ３，８３１ １３．４
       
       

営 業 利 益 ２１ ０．２ ７３ ０．７ １，０２３ ３．５ 
       

Ⅳ 営 業 外 収 益    
受 取 利 息 ６ ６ １３ 
受 取 配 当 金 ７ ７ １２ 
地 代 家 賃 収 入 ― ３ ７ 
保 険 金 収 入 ７ ― ― 
貸 倒 引 当 金 戻 入 １１ ２６ ９ 
そ の 他 １５ ２０ ３４ 

       
       

営 業 外 収 益  計 ４９ ０．５ ６４ ０．６ ７７ ０．３ 
       

Ⅴ 営 業 外 費 用     
支 払 利 息 ２ ３ ５ 
そ の 他 １ ３ ６ 

       
       

営 業 外 費 用  計 ３ ０．０ ６ ０．０ １２ ０．０
       
       

経 常 利 益 ６７ ０．７ １３１ １．３ １，０８８ ３．８
       

Ⅵ 特 別 利 益     
固 定 資 産 売 却 益 ７７  ０  ０  

投資有価証券売却益 ―  １６  １６  

そ の 他 ―  ―  ５  
       
       

特 別 利 益  計 ７７ ０．７ １６ ０．２ ２２ ０．１
       

Ⅶ 特 別 損 失     
固 定 資 産 売 却 損 ０ ― ０ 
固 定 資 産 除 却 損 １ ４ ９ 
投資有価証券評価損 ― ９ ３１ 
ゴルフ会員権評価損 ― ― ２ 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― １ ３ 
特 別 退 職 金 １５ ６０ １２８ 

       
       

特 別 損 失  計 １６ ０．２ ７７ ０．８ １７６ ０．６
       
       

税金等調整前中間 
（ 当 期 ） 純 利 益 １２８ １．２ ７０ ０．７ ９３４ ３．３

       

法人税、住民税及び事業税 ２９ ３６ ３９０ 
法 人 税 等 調 整 額 ５１ ２３ ５５ 

       
       

 ８０ ０．８ ５９ ０．６ ４４６ １．６
       
       

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ４７ ０．４ １０ ０．１ ４８８ １．７
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３．中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円）
当中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 3 月 31 日 

期 別 
 
 

科 目 金    額 金    額 金    額 
   

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）       
Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  １，６００  １，６００  １，６００ 

       
       

Ⅱ 資本剰余金中間期末（期末）残高  １，６００  １，６００  １，６００ 
       
       
       

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）       
Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ８，８３８  ８，４４２  ８，４４２ 

       
       

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高       
 １ 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ４７ ４７ １０ １０ ４８８ ４８８ 

       
       

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高       
 １ 配 当 金 ７２ ７２ ４４ ４４ ９２ ９２ 

       
       

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高  ８，８１４  ８，４０９  ８，８３８ 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書 
      （単位：百万円）

当中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 3 月 31 日 

期 別 
 
 

科 目 金    額 金    額 金    額 
  

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前中間（当期）純利益 １２８ ７０ ９３４ 
減 価 償 却 費 １０１ １１４ ２２５ 
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 ４ ― ― 
貸倒引当金の増減額（減少：△） △    １５ △    ２５ △    ９２ 
退職給付引当金の増減額（減少：△） △    ８３ △   １０６ △   ２７４ 
その他引当金の増減額（減少：△） △    ８２ △    ３６ △     １ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △    １４ △    １４ △    ２６ 
支 払 利 息 ２ ３ ５ 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― △    １６ △    １６ 
固 定 資 産 売 却 益 △    ７７ ― △     ０ 
特 別 退 職 金 １５ ６０ １２８ 
売上債権の増減額（増加：△） ６，２０２ ６，７９４ △   １３２ 
未成工事支出金等の増減額（増加：△） △   ６４９ △   ８１２ ５３６ 
仕入債務の増減額（減少：△） △ ３，４７８ △ ４，５８８ △   ９２５ 
未成工事受入金の増減額（減少：△） ４９ ２１０ △   ２８１ 
未払消費税等の増減額（減少：△） △   １４４ △   ２７５ △   １１０ 
そ の 他 △    ６０ △    ６６ １０１ 

小   計 １，８９６ １，３１２ ６９ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 １４ １５ ２７ 
支 払 利 息 の 支 払 額 △     ２ △     ２ △     ５ 
特 別 退 職 金 の 支 払 額 △     ８ △    ５５ △   １２５ 
法 人 税 等 の 還 付 額 １０ ３０３ ３０３ 
法 人 税 等 の 支 払 額 △   ３５０ △    ８１ △   １２５ 
営業活動によるキャッシュ・フロー １，５５９ １，４９０ １４４ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ― １００ １００ 
有形固定資産の取得による支出 △    ６０ △    ８１ △   ２３２ 
有形固定資産の売却による収入 ２１６ ０ ０ 
無形固定資産の取得による支出 △     ５ △     １ △    １３ 
投資有価証券の取得による支出 △    １５ △    ７７ △    ８５ 
投資有価証券の売却による収入 ― ６３ ６３ 
連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による支出 △    ２１ ― ― 
そ の 他 ０ ０ △    １７ 
投資活動によるキャッシュ・フロー １１２ ３ △   １８５ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 借 入 れ に よ る 収 入 ２００ １６９ ５２０ 
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △   ２５０ △    ５０ △   ２７０ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △    ３０ △    ３０ △    ６２ 
配 当 金 の 支 払 額 △    ７２ △    ４４ △    ９２ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △     ２ △     ３ △     ５ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △   １５５ ４２ ８９ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） １，５１６ １，５３６ ４８ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ４，７４７ ４，６９９ ４，６９９ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ６，２６４ ６，２３５ ４，７４７ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項（当中間連結会計期間） 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 ４社 
連結子会社は、芝浦沖電設㈱、㈱オーテム、㈱オーケーエンタプライズ、沖テレコム㈱の４

社であります。 
非連結子会社 ジェイ・エヌ・オー㈱ 

非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱は、小規模であり、総資産、売上高、中間純損益及び利
益剰余金等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

２．持分法の適用に関する事項 
非連結子会社ジェイ・エヌ・オー㈱及び関連会社九州沖通信機㈱については中間連結純損益

及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、同二
社に対する投資勘定については、持分法を適用せず原価法により評価しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
その他有価証券 
時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの  移動平均法による原価法 

②たな卸資産 
未成工事支出金  個別法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
①有形固定資産  定率法によっております。 
②無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。 

②完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間連結会
計期間末に至る１年間の完成工事高に対する将来の見積補償額
に基づいて計上しております。 

③退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計
期間末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。 

  過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（14 年）による定額法により費用処理し
ております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法
によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと
しております。 

④役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく中間期末要
支給額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(5)その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
①長期請負工事の収益計上処理 

請負金額 2 億円超で、かつ工期が 24 ヵ月を超える工事については、工事進行基準を適用
しており、完成工事高は 306 百万円であります。 

②消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から 3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってお
ります。 

 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（当中間連結会計期間） 
（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これ
による損益に与える影響はありません。 

 
注 記 事 項 

 
（中間連結貸借対照表関係） 
 （当中間連結会計期間末） （前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,688 百万円 1,953 百万円 1,957 百万円 
 
（中間連結損益計算書関係） 
１．当社グループの完成工事高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事
の割合が大きいため、連結会計年度の上半期の完成工事高と下半期の完成工事高との間に著しい
相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
１．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記
されている科目の金額との関係 

 （当中間連結会計期間末） （前中間連結会計期間末） （前連結会計年度末）

現金預金勘定 2,163 百万円 2,034 百万円 1,946 百万円 
有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 4,101 百万円 4,201 百万円 2,801 百万円 
現金及び現金同等物 6,264 百万円 6,235 百万円 4,747 百万円 
       

 
（リース取引関係） 

当社は、証券取引法第 27 条の 30 の６の規定に基づき電子開示手続き（EDINET 登録）を行っ
ておりますので記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 

Ⅰ 当中間連結会計期間末（平成 17 年 9 月 30 日） 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円）

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計   上   額 差   額 

(１) 株     式 ３７３ ８６３ ４８９ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９８ ５３５ ３７ 

合   計 ８７１ １，３９８ ５２７ 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
ＭＭＦ ５０１百万円 
ＦＦＦ ３，５００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ５６百万円 

 
Ⅱ 前中間連結会計期間末（平成 16 年 9 月 30 日） 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円）

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表 
計   上   額 差   額 

(１) 株     式 ３５０ ５５０ ２００ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９８ ５２７ ２９ 

合   計 ８４８ １，０７８ ２３０ 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
ＭＭＦ ５００百万円 
ＦＦＦ ３，６００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ７８百万円 

 
Ⅲ 前連結会計年度末（平成 17 年 3 月 31 日） 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円）

 取 得 原 価 連 結 貸 借 対 照 表 
計   上   額 差   額 

(１) 株     式 ３５７ ７７８ ４２０ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ４９８ ５２７ ２８ 

合   計 ８５５ １，３０５ ４４９ 
 ２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  
ＭＭＦ ５００百万円 
ＦＦＦ ２，２００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ７３百万円 

 



（沖ウィンテック／連結） 

－18－ 

 
（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 
 

（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める情報通信システム及び電気設備工
事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して
おります。 

２．所在地別セグメント情報 
在外支店及び在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

３．海外売上高 
海外売上高が連結完成工事高の 10％未満で重要性がないため、海外売上高の記載を省略して
おります。 
 

４. 生産、受注及び販売の状況 

 

《連結》上半期の完成工事高《連結》上半期の完成工事高《連結》上半期の完成工事高《連結》上半期の完成工事高        
    （単位：百万円）

当中間連結会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

 
増  減 

期 別 
 
 

区 分 金     額 構成比 金     額 構成比 金 額 比 率 
  ％ ％  ％

情報通信システム部門 ６，４６６ ６１．６ ５，７８５ ５７．０ ６８１ １１．８

電 気 設 備 部 門 ４，００７ ３８．２ ４，２４８ ４１．８ △   ２４１ △  ５．７

そ の 他 ２３ ０．２ １１７ １．２ △    ９４ △ ７９．７

計 １０，４９８ １００．０ １０，１５２ １００．０ ３４５ ３．４

 
 

《単独》上半期の完成工事高《単独》上半期の完成工事高《単独》上半期の完成工事高《単独》上半期の完成工事高        
    （単位：百万円）

当中間会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

 
増  減 

期 別 
 
 

区 分 金     額 構成比 金     額 構成比 金 額 比 率 
  ％ ％  ％

情報通信システム部門 ６，０８５ ６１．０ ５，７６７ ５８．３ ３１８ ５．５

電 気 設 備 部 門 ３，８９３ ３９．０ ４，１３２ ４１．７ △   ２３８ △  ５．８

計 ９，９７９ １００．０ ９，８９９ １００．０ ７９ ０．８

 

《単独》上半期の受注工事高《単独》上半期の受注工事高《単独》上半期の受注工事高《単独》上半期の受注工事高        
    （単位：百万円）

当中間会計期間 
自 平成 17 年 4 月 1 日 
至 平成 17 年 9 月 30 日 

前中間会計期間 
自 平成 16 年 4 月 1 日 
至 平成 16 年 9 月 30 日 

 
増  減 

期 別 
 
 

区 分 金     額 構成比 金     額 構成比 金 額 比 率 
  ％ ％  ％

情報通信システム部門 ６，７５７ ５８．８ ６，９６６ ６３．３ △   ２０８ △  ３．０

電 気 設 備 部 門 ４，７４２ ４１．２ ４，０４７ ３６．７ ６９５ １７．２

計 １１，４９９ １００．０ １１，０１３ １００．０ ４８６ ４．４
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